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諮問庁：秋田県知事

諮問日：平成２９年１２月２１日（諮問第１２７号）

答申日：平成３０年 ８月 ７日（答申第８７号）

事件名：秋田県建設工事紛争審査会において特定の調停事件の被申請人の補佐

人を許可した経緯が分かる文書の公開請求拒否決定処分に対する審査

請求に関する件

答 申

第１ 審査会の結論

秋田県知事（以下「実施機関」という。）が、秋田県建設工事紛争審査会

において○○○○○○○○○○○事件（以下「本件調停事件」という。）の

被申請人である○○○○○の補佐人として○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○を許可した経緯が分かる行政文書（以下「本件対象文書」と

いう。）について、その存否を明らかにしないで公開請求を拒否した決定は、

妥当である。

第２ 審査請求に至る経緯

１ 公開請求の内容

審査請求人は、平成２９年７月３日、秋田県情報公開条例（昭和６２年

秋田県条例第３号。以下「条例」という。）第５条の規定に基づき、実施

機関に対し本件対象文書について公開請求（以下「本件請求」という。）

を行った。

２ 実施機関の決定

実施機関は、平成２９年７月１８日、条例第８条の規定に基づき本件対
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象文書の存否を明らかにしないで本件請求を拒否する決定（以下「本件処

分」という。）を行い、審査請求人に通知した。

３ 審査請求

審査請求人は、平成２９年９月３０日、行政不服審査法（平成２６年法

律第６８号）第２条の規定に基づき、本件処分を不服として実施機関に対

し審査請求を行った。

第３ 審査請求人の主張の要旨

１ 審査請求の趣旨

審査請求の趣旨は、本件対象文書に関して実施機関が行った本件処分に

ついて、その取消しを求めるというものである。

２ 審査請求の理由

審査請求人が主張する審査請求の理由は、審査請求書、反論書及び意見

書の記載によると、おおむね次のとおりである。

秋田県建設工事紛争審査会が行う調停の手続は、次の理由から非公開情

報には該当しないため、実施機関が行った本件処分は、条例第６条第１項

の規定に違反して、違法である。

⑴ 本件調停に関する情報は、審査請求人自身にかかわる情報であり、非

公開情報には当たらない。

⑵ ○○業の許可を受けるため申請人側で○○○○を依頼した○○○○が

被申請人の補佐人として調停に出席することは納得がいかず、しかも全

て黙秘で悪質であるので情報の公開を強く希望する。

⑶ 実施機関は、「このことは、情報公開事務の手引（平成２９年５月改

訂版）ｐ.４７においても例として示されている」としている。しかし、
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審査請求人が公開を求めている行政文書は、○○○○○○の事件に関す

るものであり、平成２９年度に改訂された情報公開事務の「手引」に記

載されていることを根拠に挙げることは、誤りである。

第４ 実施機関の説明の要旨

実施機関が弁明書及び意見陳述において説明している内容は、おおむね

次のとおりである。

１ 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２５条の２２では、「建設工

事紛争審査会の行う調停の手続は、公開しない。」と規定しており、秋田

県建設工事紛争審査会が行う調停の手続に関する情報は、非公開情報につ

いて定める条例第６条第１項第８号の「法令により公開することができな

い情報」に該当する。このことは、「情報公開事務の手引（平成２９年５

月改訂版）」においても例として示されている。

２ 秋田県建設工事紛争審査会の行う調停の手続に関する行政文書の存否を

明らかにすると、当該手続が行われたかどうかを公開することになる。こ

のことから、「公開請求に係る行政文書が存在しているか否かを答えるだ

けで、非公開情報を公開することとなるときは、知事は、当該行政文書の

存否を明らかにしないで、当該公開請求を拒否することができる。」と定

める条例第８条の規定を適用し、本件処分を行ったものである。

３ 「条例に定める行政文書公開制度は、何人に対しても等しく公開請求権

を認めるものであり」、「公開請求者が公開請求に係る行政文書に記録さ

れている情報について利害関係を有しているかどうかなどの個別的事情

が、当該行政文書を公開するかどうかの判断に影響を及ぼすものではない」

とされている（「情報公開事務の手引（平成２９年５月改訂版）」）。この

ことから、審査請求人が当事者であった調停の手続に関する情報であった

としても、当該情報が非公開情報であることに変わりはない。



- 4 -

第５ 調査審議の経過

当審査会は、本件諮問事件について、次のとおり調査審議を行った。

１ 平成２９年１２月２１日 諮問の受付

２ 平成３０年 １月３０日 審議

３ 同 年 ２月 ５日 審査請求人から意見書を収受

４ 同 年 ３月 ７日 審議

５ 同 年 ４月２４日 実施機関が意見陳述

６ 同 年 ５月２９日 審議

７ 同 年 ６月１９日 審議

８ 同 年 ７月２７日 審議

第６ 審査会の判断の理由

１ 本件処分について

本件処分は、本件対象文書の存否を明らかにすると、建設業法第２５条

の２２の規定により非公開とすることとされている建設工事紛争審査会の

調停の手続を公開することになり、条例第６条第１項第８号に掲げる非公

開情報（「法令により公開することができない情報」）を公開することに

なるとして、実施機関が条例第８条に基づき行った存否応答拒否処分であ

る。

２ 本件処分（存否応答拒否処分）の妥当性について

⑴ 条例第８条は、「公開請求に対し、当該公開請求に係る行政文書が存

在しているか否かを答えるだけで、非公開情報を公開することとなると

きは、実施機関は、当該行政文書の存否を明らかにしないで、当該公開

請求を拒否することができる。」と規定している。
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本条の趣旨は、公開請求に対しては、当該公開請求に係る行政文書の

存否を明らかにした上で、公開又は非公開の決定をすることが原則であ

るが、公開請求の仕方によっては、公開請求に係る行政文書の存否を明

らかにするだけで、条例第６条第１項各号に掲げる非公開情報を公開す

ることとなる場合があり、この場合には、行政文書の存否を明らかにし

ないで公開請求を拒否できることとしたものである。

そこで、当審査会では、本件対象文書が存在しているか否かを答える

だけで、非公開情報を公開することとなるのかについて検討する。

⑵ 本件対象文書は、秋田県建設工事紛争審査会において本件調停事件の

被申請人である○○○○○の補佐人として○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○を許可した経緯が分かる文書であることから、本件

対象文書が存在しているか否かを答えるだけで、○○○○○が被申請人

となり、○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○が被申請人の

補佐人として許可されたという両者の本件調停事件への関与の有無を明

らかにすることとなる。そして、このことは、条例第６条第１項第２号

に掲げる「法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団体及び

地方独立行政法人を除く。以下「法人等」という。）に関する情報又は

事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、公開することにより、

当該法人等又は当該個人の競争上若しくは事業運営上の地位又は社会的

な地位が損なわれると認められるもの」を公開することになるものと認

められる。

加えて、○○○○が被申請人の補佐人として許可されたという事実の

有無を明らかにすることは、紛争の柔軟な解決を目指すことを目的に調

停手続の非公開を定めた建設業法第２５条の２２の趣旨に反することに

もなり、条例第６条第１項第８号に定める非公開情報を公開することに

なるものと考えられる。
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⑶ 実施機関は、本件対象文書の存否を明らかにすると、本件調停事件の

手続が行われたかどうかを公開することになり、建設業法第２５条の

２２の規定の趣旨に反することから、条例第６条第１項第８号に掲げる

非公開情報を公開することになると説明するが、同法第２５条の２２の

規定が、実施機関が説明しているように、調停の手続の有無を公開でき

ない趣旨をも含むかどうかは別として、本件対象文書の存否を答えるこ

とが条例上の非公開情報を公開することになると認められることは上記

⑵のとおりであって、実施機関が条例第８条の規定により本件対象文書

の存否を明らかにしないで公開請求を拒否したことは、結論として妥当

である。

⑷ 審査請求人は、本件調停事件に関する情報は（審査請求人）自身にか

かわるものであり、非公開情報には当たらないと主張する。

しかしながら、条例の定めた情報公開制度は、請求権者や請求の目的

のいかんを問わず、何人にも等しく情報の公開請求権を認めるものであ

り、公開請求者が公開請求に係る行政文書に記録されている情報の当事

者であるか否かは公開の可否に影響を及ぼすものではなく、したがって、

この点に関する審査請求人の主張は認められない。

また、審査請求人は、その他種々主張するが、当審査会の判断を左右

するものではない。

第７ 答申に関与した委員

区 分 氏 名 職 名

阿 部 千鶴子 司法書士

池 村 好 道 白鷗大学法学部教授

会 長 柴 田 一 宏 弁護士

田 仲 和 子 消費生活実践グループin秋田「こまちの会」
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元副代表

会長代理 三 浦 清 弁護士


